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カルドア型2階級分配理論の存在条件の検討
小原久治
小論の目的は，マネシ（A.Maneschi），グプタ（K.L. Gupta），ミュックル
(W. J. Mi.ickl)などがカルドアの 2階級分配理論には存在していない仮定と
して設けた 2つの仮定，すなわち，①資本家階級（以下，資本家と略す）が取
得する資本の成長率と労働者階級（以下，労働者と略す）が取得する資本の成
長率は同じであること，②労働者がその資本を資本家へ貸し付けて取得できる
利子率は資本家が投資から取得する利潤率に等しいという仮定のうち，仮定②
を除外し，労働者が行う強制貯蓄を導入しても，資本家と労働者は共存し，そ
れぞれ長期では資本を取得し，カルドア型2階級分配モデルだけでなく，カル
ドアの2階級分配モデルも存在できる条件を明らかにすることにある。
I 
国民所得 Yは利潤所得 Gと賃金所得 W に分配されるものとする。この利
潤所得は，資本家が取得する利潤所得Gと労働者が取得する資本を資本家に
貸し付けて取得できる利子率，配当などを含めた利潤所得Cwから成り立つも
のとする。
Y=G+W (1) 
G=Gc+Gw (2) 
総資本Kは，資本家が所有する資本Kcと労働者が所有する資本Kwから成
り立つものとする。
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K=Kc+Kw (3) 
恒常成長については，ハロッドの意味の自然成長率をn，資本家の貯蓄をSc,
労働者の貯蓄を Swとすれば，
Sc=nKc (4) 
Sw=nKw 
が成立する。
仮定②を除外することは，労働者が取得する利子率i( ＝争）は資本家が取
L'.LW 
G; G 
得する利潤率 7C ( ＝一一）よりも小さく，利潤率ァ（＝一一）は iとπの聞に存Kc K 
(5) 
在すると仮定すれば，
iくγくπ (6) 
となるo
Ki 利潤率は，総資本 K に占める資本家の資本の比率~を z で荷重したものK 
Ki と総資本に占める労働者の資本の比率~を i で荷重したものの和，すなわK 
ち，
G Kc , .Kw 
r＝一一一＝.. ' K 叩 K ’ K (7) 
で表されると仮定したからである。
恒常成長では，資本家の貯蓄ScはGeからなされ，労働者の貯蓄SwはW と
Gwからなされると仮定するから，
Sc =sc 7tKム， 1>Sc >SM> Sw > 0 
Sw= (sw+SF) W +sM iKw , l>sF>O 
で表される。
(4）を（8）へ代入し，（5）を（9）へ代入すれば，
Sc 7tKc=nKc 
(8) 
(9) 
、 、
?? ?
???
??
?
? 、
- 2 (432）一
(sw+SF) W +Sc iKw=nKw (1) 
となる。
恒常成長における資本家と労働者の共存条件として必要なことは， Kc>O,
n 
Kw>Oである。 Kc>Oとなるためには，。。から π＝一ーでなければならない。
Sc 
Kw>Oとなるためには， Sw>O,SF >O, W >Oであるから， iく手でなけれ
‘コM
ばならない。
K これらの条件に留意し，資本係数uをv＝ヲァ，労働者の資本に対する資本家
Ki の資本の比率。を 8＝~とおき，（1), (3), (10), (lUから iとzを求めれば，
Kw 
匁，
π＝一一一Sc 
）???? ????（?
・＿ n (sw+SF) W _ nv-(sw+SF) (l-rv) (1＋θ） (13) 
Sc Sc Kw Sc匂
ヒなる。
(12）と（13）を（7）へ代入して利潤率 fを求めれば，
r-nvー （sw+sF) (1-rv) 
一 Sc V 
）???????（?
となる。
K G このωにおいて， v=- r=- SF=Oとおき， I=nkに留意すれば，カ
Y’ K’ 
ルドアの2階級分配モデルが得られる。このようなことが言えるわけであるが，
労働者が貯蓄すれば，それが資本家ヘ貸し付けられるので，労働者は利潤所得
Cwを取得できることを見落としているということは言えなくなる。また，マネ
シ，グプタ， ミュックルがそれぞれ別々に導いた共通事項，すなわち，仮定①
のもとでは， SwWGc=Oのときに限り，カルドアの 2階級分配モデルは成立す
るということも言えなくなるロ
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そのカルドアの2階級分配モデルが存在するための安定条件は， 1>.x>
I I K l一＞sw>Oである。長期均衡における小論の安定条件は，一一＝一一一ーとなるy Ky 
ため，tが資本成長率に等しいとき，この資本成長率が自然成長率 nに等しく
I 、Iなれば，投資比率一ーか一一＝仰となることを考慮して，y y 
l>sc > nv>sw>O (15) 
で表すことができる。このような安定条件かつ存在条件が，小論の場合には，
I S 、ム均衡条件一一＝一ーか成斗する予め「必要な，しかも nで成長し， nvを維持できy y －」
る投資比率をもたらせ，利潤分配率などの所得分配率を決定させる条件の 1つ
となっている。
カルドアの 2階級分配モデルに資本家が取得する利潤率π，労働者が取得す
る利子率 i及び労働者の資本に対する資本家の資本の比率。を導入する場合
には， iとOにはどのような関係が必要となるであろうか。この関係は， zは（12)
で決まるため，ァと uが決まれば，（13),(14)から求めることができる。
. r-(sw +SF) (1-rv) fJ 
Sc v 
。
これを書き直して， Oを求めれば，
??
?
? ?
?
?
? 、
?? ， ， ， ? 、
? ??? ?
??
???
?
??? ?
? ? ）??? ???（
となる。（16）あるいは仰が意味することは，労働者が通常の貯蓄と強制貯蓄を行
い，所得の機能的分配を示す貸金分配率予，すなわち，
?
?
?
?
?
?
?
?
? (18) 
を取得する場合には， v>Oであるから， r>iのときに限り，。＞Oになるとい
うことである。この意味で，（16）あるいは（17）は小論のようなカルドア型2階級分
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西日モデルの存在条件の 1つとなっている。
- G 所得の機能的分配を示す利潤分配率一ーは，（1）と（18）から得られるので，y 
G 噌 W
y =1----y-＝仰 (19) 
で表される。
人的分配またはパシネッテイが名づけた制度的分配またはシュトーべが名づ
Ge けた階級的分配を示す資本家の利潤分配率一ーと労働者の総所得分配率y 
）??????（
W+Gw y を決定することができる。
[(, 
資本家の利潤分配率は ~の分母へ（3）を代入し，分母子を Kwで割り，’K 
"I< 、 Kc θ8＝~を代入すれは 一一＝一一ーとなるから，
Kw ’K I＋θ 
Ge _ K Kc Ge _ 8 _
Y Y K Kc I+O… 
で表される。
労働者の総所得分配率は，その総所得w＋伐を Yで割り，（1),(2), （加を代
入して得られる。
W+Gw_Y-Gc_, Gc_l＋θ（1-vn) 一 一y y . y 1十8
）?????， ? ?（
これらの分配率（18）～ωをみれば，労働者が取得する利子率iは所得の機能的
分配と階級的分配の決定要因になっていないことがわかる。
伽ら得られる与すなわち総資本に占める資本家の資本の割合が正の値と
(2) 
なることが，小論の場合の存在条件になり得る。
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Kc Ge Y Ge 一一一＝一一一一一一＝一一一＞OK Y nK nK 
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となるためには， K>O,Gc>Oに加えて， π＞O，すなわち， Kc>Oとならなげ
ればならない。
すなわち，総資本に占める労働者の資本の割合は，（3),(2）から抗争
この割合が正の値となることも，小論の場合の存在条件になり得る。
Kw Kc πK-Gc 一一一二l一一一一＝ >O K K 匁K
得られる。
(23) 
7[= 万＞O（従って， Gc>O,Kム＞O）に加えて，つまりK>O,πK>O, から，
つまり K>Kcでなければならない。（た.＿ Ge 一一Kc, K’ 
K>Kcでなければならないことから，次の（24）～（訂）のことが成り立たなければ
守｛ _G ーらならない。この不等式L疋義式のK一一一， Kc一一ーを代入して得られる不等式
γ 7t 
の両辺にイシを掛けて，（却を代入すれば，
G, Ge γ8γ。
ー，一一一Y, Y 7t l+O 
）????，??（
このことは，所得の機能的分配を示す利潤分配率とならなければならない。
手の許容範囲の下限を表している。
賃金分配率予の許容範囲については，俳よって
防F G Orv _ l+O(l-rv) 
一一一＝1一一一く1一一一一一一Y Y l+O l+O 
(25) 
このことは賃金分配率の許容範囲の上限を表してい
所得の階級的分配を示す資本家の利潤分配率争の許容範囲は，
とならなければならない。
る。
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ら ＿G Gc_G 1C.ι－ G 1CfJ '- V1CfJ2 
Y -Y G -Y rK -Y r (l＋θ） / (1+fJ)2 （お）
このことは資本家の利潤分配率の許容範囲の下限をとならなければならない。
示している。
W+Gw 労働者の総所得分配率 の許容範囲は，（26）によってy 
W十Cw Ge (l-v7r）θ2+28+1 =1一一一一く l-v7r>O (1 ＋θ）2 ’“ 
）?? ，
?
? ? ?（
このことは労働者の総所得分配率の許容範囲の上限とならなければならない。
を示している。
?? ? ???
仮定②を除外して，（6）を設け，労働者の強制貯蓄も導入したカルドア型2階
級分配理論における存在条件について検討した。次の①～④が必要な条件であ
ることを示した。
恒常成長における資本家と労働者の2階級の共存条件は，Kc>O，つまり① 
また， Kw>O,資本家が取得する利潤率zが 1C＝..！：＿でなければならない。
Sc 
n 
つまり労働者が取得する利子率iが iくーーでなければならない。
Sc 
モデルの安定条件は， l>sc> nv>sw >Oでなければならない。
資本家の利潤分配率と労働者の総所得分配率の存在条件は，グ＞iのとき
② 
③ 
供与＞Oでなければならない。
.Ll..W 
に限り，
K, Ge, Kc, 
π＞O, K>Kムでなければならない。
次に，利潤分配率及び資本家の利潤分配率の許容範囲の下限を導き，賃金分
配率及び労働者の総所得分配率の許容範囲の上限を導いた。
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資本家と労働者のそれぞれの資本分配率の存在条件は，
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④ 
さらに，このモデルに既述の特定の仮定を置けば，カルドアの2階級分配モ
デルが導かれることを明らかにすることができた。ただし，このことは，利子
率，利潤率，自然成長率，資本家と労働者の間の資本分配率（総資本に占める
資本家の資本の割合÷総資本に占める労働者の資本の割合）に関する理論を表
す関係式ないし関係を付け加える場合に限り，成り立つものであると考える。
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